
「みんなで取り組む」建設業の保険加入
～平成２４年７月から、新たな取組みがスタートします～

参考資料
[制度改正時（5月1日）
に報道発表した資料]

建設業の社会保険未加入対策の一環として、省令等（※）の改正が行われました（H24.5.1公布）。
これを受け、次のとおり、新たな取組みがスタートします。（※） 建設業法施行規則 （昭和24年建設省令第14号）

建設業法第27条の23第3項の経営事項審査の項目及び基準を定める件（平成20年国土交通省告示第855号)

（１） 平成24年7月より、保険未加入企業に対する経営事項審査の評価が厳しくなります。

○ 経営事項審査について、雇用保険、健康保険及び厚生年金保険への未加入企業に対する減点幅が拡大されます。

（３保険すべてに未加入の場合：現行▲６０点→改正後▲１２０点）

（規則様式第25号の11・第25号の12、告示第1の4の1・付録第2関係）

（２） 平成24年11月より 許可申請書に 保険加入状況を記載した書面の添付が必要となります

○ 建設業の許可・更新の申請時に、新たに保険加入状況を記載した書面を提出していただきます。

国・都道府県の建設業担当部局は、申請者の保険加入状況を確認し、未加入であることが判明した企業に対しては、

（２） 平成24年11月より、許可申請書に、保険加入状況を記載した書面の添付が必要となります。

加入指導を実施します。

（３） 平成24年11月より、施工体制台帳に、保険加入状況の記載が必要となります。

（規則第4条・様式（新）第20号の3関係）

（３） 平成24年11月より、施工体制台帳に、保険加入状況の記載が必要となります。

○ 施工体制台帳に、特定建設業者及び下請企業の保険加入状況を記載していただきます。また、下請企業には、 再下
請企業の保険加入状況を特定建設業者に通知していただきます。

国・都道府県の建設業担当部局は 営業所への立入検査による保険加入状況の確認を行うとともに 工事現場への
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国・都道府県の建設業担当部局は、営業所への立入検査による保険加入状況の確認を行うとともに、工事現場への

立入検査による施工体制台帳等の確認を行い、元請企業による下請企業への指導状況の確認を実施します。

（規則第14条の2・第14条の4関係）



様式第二十五号の十一（第十九条の七、第二十条、第二十一条の二関係）

建設業法第27条の26第２項の規定により、経営規模等評価の申請をします。
建設業法第27条の28の規定により、経営規模等評価の再審査の申立をします。
建設業法第27条の29第１項の規定により、総合評定値の請求をします。

この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

申請者

行政庁側記入欄 土木事務所コード 整理番号

許可年月日

許可年月日

総 合 評 定 値 請 求 書
経営規模等評価再審査申立書

申 請 時 の
許 可 番 号

前 回 の 申 請 時 の
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経 営 規 模 等 評 価 等
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審査対象

1.基準決算
2.２期平均

経営状況分析を受けた機関の名称

工事種類別完成工事高 工事種類別元請完成工事高については別紙一による

営 業 利 益

（千円）

3 5 10
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審 査 対 象 事 業 年 度
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技 術 職 員 数 ９
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（ ２ 期 平 均 ）
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= 営業利益+減価償却実施額
利益額（利払前税引前償却前利益）

工事種類別完成工事高、工事種類別元請完成工事高については別紙一による。
技術職員名簿については別紙二による。
その他の審査項目（社会性等）については別紙三による。

経営規模等評価の再審査の申立を行う者については、次に記載すること。

連絡先

所属等

ファックス番号

再　　審　　査　　を　　求　　め　　る　　理　　由

審　　査　　結　　果　　の　　通　　知　　番　　号 審　　査　　結　　果　　の　　通　　知　　の　　年　　月　　日

平成　　　年　　　月　　　日

氏名

第　　　　　　　　号

再　　審　　査　　を　　求　　め　　る　　事　　項

電話番号



様式第二十五号の十二（第十九条の九、第二十一条の四関係）

 5.3.1-1

様式第 十 号 十 （第十 条 、第 十 条 四関係）
（用紙Ａ４）（用紙 ）

経営規模等評価結果通知書経営規模等評価結果通知書
総 合 評 定 値 通 知 書総 合 評 定 値 通 知 書

許可　     　       号許可 号
審査基準日 平成    年    月    日審 準 平成 年

電 話 番 号
市 村

番
市 区 町 村 コ ー ド
資 本 金 額資 本 金 額
完成 事高／売上高（％）

殿
完成工事高／売上高（％）
行 政 庁 記 入 欄　　　　　　　　　　　 殿 行 政 庁 記 入 欄

［金額単位 千円］［金額単位：千円］

許 完 成 工 事 高 元 請 完 成 工 事 高 及 び 技 術 職 員 数許
可 建 設 工 事 種 類

総合評定値
完　成　工　事　高 元　請　完　成　工　事　高　及　び　技　術　職　員　数

評点 元請完成工事高 技 術 職 員 数 評点
可
区

建　設　工　事　の　種　類　
総合評定値

（Ｐ） Ｎ年平均
評点
(Ｘ )

元請完成工事高 技　　術　　職　　員　　数 評点
(Ｚ)Ｎ年平均 級 （講習受講） 基幹 二級 その他

区
分

（Ｐ） Ｎ年平均 (Ｘ１) (Ｚ)Ｎ年平均 　一級 （講習受講） 基幹 二級 その他

土 木 式010

011

土 木 一 式

プレストレスト ンクリ ト011

020

プレストレストコンクリート

建 築 式020

030

建 築 一 式

大 工030

040

大 工

左 官040

050

左 官

と び 土 工 コ ン ク リ ト050

051

と び ・ 土 工 ・ コ ン ク リ ー ト

法 面 処 理051

060

法 面 処 理

石060

070

石

屋 根070

080

屋 根

電 気080

090

電 気

管090

100

管

タ イ ル ・ れ ん が ・ ブ ロ ッ ク100

110

タ イ ル ・ れ ん が ・ ブ ロ ッ ク

鋼 構 造 物110

111

鋼 構 造 物

鋼 橋 上 部111

120

鋼 橋 上 部

鉄 筋120

130

鉄 筋

ほ 装130

140

ほ 装

し ゆ ん せ つ140

150

し ゆ ん せ つ

板 金150

160

板 金

ガ ラ ス160

170

ガ ラ ス

塗 装170

180

塗 装

防 水180

190

防 水

内 装 仕 上190

200

内 装 仕 上

機 械 器 具 設 置200

210

機 械 器 具 設 置

熱 絶 縁210

220

熱 絶 縁

電 気 通 信220

230

電 気 通 信

造 園230

240

造 園

さ く 井240

250

さ く 井

建 具250

260

建 具

水 道 施 設260

270

水 道 施 設

消 防 施 設270

280

消 防 施 設

清 掃 施 設280 清 掃 施 設

そ の 他そ の 他

合 計 合　　　　　計

点数自 己 資 本 額 及 び 利 益 額 数  値 点  数 そ の 他 の 審 査 項 目 （ 社 会 性 等 ） 数 値 等

雇 用 保 険 加 入 の 有 無

審

自 己 資 本 額

利 益 額 健 康 保 険 加 入 の 有 無

　評 　　　        点 　　　　     （Ｘ2） 厚 生 年 金 保 険 加 入 の 有 無

建 設 業 退 職 金 共 済 制 度 加 入 の 有 無

退職一時金制度若しくは企業年金制度導入の有無

経営規模等評価の結果
を通知します

法 定 外 労 働 災 害 補 償 制 度 加 入 の 有 無

総合評定値
を通知します。

労 働 福 祉 の 状 況

営 業 年 数  年

平成     年 月 日

営 業 年 数 年

民事再生法又は会社更生法の適用の有無平成     年 月 日 民事再生法又は会社更生法の適用の有無

建 設 業 の 営 業 の 状 況建 設 業 の 営 業 の 状 況

防 災 協 定 の 締 結 の 有 無防 災 協 定 の 締 結 の 有 無

防 災 活 動 へ の 貢 献 の 状 況防 災 活 動 へ の 貢 献 の 状 況

営 業 停 止 処 分 の 有 無営 業 停 止 処 分 の 有 無

指 示 処 分 の 有 無指 示 処 分 の 有 無

法 令 遵 守 の 状 況法 令 遵 守 の 状 況

監 査 の 受 審 状 況

印

監 査 の 受 審 状 況

公 認 会 計 士 等 の 数印 公 認 会 計 士 等 の 数

二 級 登 録 経 理 試 験 合 格 者 の 数二 級 登 録 経 理 試 験 合 格 者 の 数

建 設 業 の 経 理 の 状 況建 設 業 の 経 理 の 状 況

研 究 開 発 費

（参 考）
研 究 開 発 費

研 究 開 発 の 状 況（参　考） 研 究 開 発 の 状 況

経 営 状 況 決算 経 営 状 況 決算 建 設 機 械 の 所 有 及 び リ ー ス 台 数 台経　営　状　況   決算 経　営　状　況   決算 建 設 機 械 の 所 有 及 び リ ー ス 台 数  台
純 支 払 利 息 比 率 自己資本対固定資産比率 建 設 機 械 の 保 有 等 の 状 況純 支 払 利 息 比 率 自己資本対固定資産比率 建 設 機 械 の 保 有 等 の 状 況

負 債 回 転 期 間 自 己 資 本 比 率 Ｉ Ｓ Ｏ ９ ０ ０ １ の 登 録 の 有 無負 債 回 転 期 間 自 己 資 本 比 率 Ｉ Ｓ Ｏ ９ ０ ０ １ の 登 録 の 有 無

総 資 本 売 上 総 利 益 率 営 業 キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー Ｉ Ｓ Ｏ １ ４ ０ ０ １ の 登 録 の 有 無総 資 本 売 上 総 利 益 率 営 業 キ ャ ッ シ ュ フ ロ Ｉ Ｓ Ｏ １ ４ ０ ０ １ の 登 録 の 有 無

売 上 高 経 常 利 益 率 利 益 剰 余 金 国 際 標 準 化 機 構 が 定 め た 規 格 に よ る 登 録 の 状 況売 上 高 経 常 利 益 率 利 益 剰 余 金 国 際 標 準 化 機 構 が 定 め た 規 格 に よ る 登 録 の 状 況

評 点 （Ｙ） 評 点 （Ｗ）評　　　点　　　（Ｙ） 　　　　   評     　　              点              （Ｗ）

科　　　目   決算 科　　　目   決算 科　　　目   決算 科　　　目   決算

固 定 資 産 自 己 資 本 売 上 総 利 益 経 常 利 益

流 動 負 債 総 資 本 （ 当 期 ） 受 取 利 息 配 当 金 営業ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ(当期)

支 払 利 息 営業ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ(前期)固 定 負 債 総 資 本 （ 前 期 ）

利 益 剰 余 金 売 上 高

●「自己資本額」の欄に「*」がある場合には、自己資本額数値の算出において２期平均を採用した場合の評点または数値。

●「行政庁記入欄」については、当該建設業者の営業に関する事項、経営状況に関する事項で、特記すべきことがあれば適宜記載するものとする。
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- 3 -

（第四条関係） （用紙Ａ４）様式第二十号の三

健 康 保 険 等 の 加 入 状 況

保険加入の有無

営業所の名称 従業員数 事業所整理記号等

健康保険 厚生年金保険 雇用保険

健康保険

人 厚生年金保険

（ 人） 雇用保険

健康保険

人 厚生年金保険

（ 人） 雇用保険

健康保険

人 厚生年金保険

（ 人） 雇用保険

健康保険

人 厚生年金保険

（ 人） 雇用保険

健康保険

人 厚生年金保険

（ 人） 雇用保険

合計 人

（ 人）

記載要領

１ 「営業所の名称」の欄は、別記様式第一号別紙二に記載した順に記載すること。

２ 「従業員数」の欄は、法人にあつてはその役員、個人にあつてはその事業主を含め全ての従業員数（建設業以外に従事する者を含む ）を。

記載すること （ ）内には、役員又は個人事業主（同居の親族である従業員を含む ）の人数を内数として記載すること。。 。

３ 「保険加入の有無」の「健康保険」の欄については、従業員が健康保険の被保険者の資格を取得したことについての日本年金機構又は健

康保険組合に対する届出を行つている場合は「１」を、行つていない場合は「２」を、従業員が４人以下である個人事業主である場合等の

健康保険の適用が除外される場合は「３」を記入すること。ただし、健康保険法（大正11年法律第70号）第34条第１項の規定による一括適

用の承認に係る営業所（同条第２項の規定により適用事業所でなくなつたものとみなされるものに限る。以下同じ ）については、記入を。

要しない。

４ 「保険加入の有無」の「厚生年金保険」の欄については、従業員が厚生年金保険の被保険者の資格を取得したことについての日本年金機

構に対する届出を行つている場合は「１」を、行つていない場合は「２」を、従業員が４人以下である個人事業主である場合等の厚生年金

保険の適用が除外される場合は「３」を記入すること。ただし、厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）第８条の２第１項の規定による

一括適用の承認に係る営業所（同条第２項の規定により適用事業所でなくなつたものとみなされるものに限る。以下同じ ）については、。

記入を要しない。

５ 「保険加入の有無」の「雇用保険」の欄については、その雇用する労働者が雇用保険の被保険者となつたことについての公共職業安定所

の長に対する届出を行つている場合は「１」を、行つていない場合は「２」を、従業員が１人も雇用されていない場合等の雇用保険の適用

が除外される場合は「３」を記入すること。

６ 「事業所整理記号等」の「健康保険」の欄については、事業所整理記号及び事業所番号（健康保険組合にあつては健康保険組合名）を記

載すること。ただし、健康保険法第34条第１項の規定による一括適用の承認に係る営業所については 「本店（○○支店等）一括」と記載、

すること。

７ 「事業所整理記号等」の「厚生年金保険」の欄については、事業所整理記号及び事業所番号を記載すること。ただし、厚生年金保険法第

８条の２第１項の規定による一括適用の承認に係る営業所については 「本店（○○支店等）一括」と記載すること。、

８ 「事業所整理記号等」の「雇用保険」の欄については、労働保険番号を記載すること。ただし、労働保険の保険料の徴収等に関する法律

（ ） 、「 （ ） 」 。昭和44年法律第84号 第９条の規定による継続事業の一括の認可に係る営業所については 本店 ○○支店等 一括 と記載すること



「みんなで取り組む」建設業の保険加入
～社会保険加入の徹底に向けて、関係者が連携して取り組みます～

技能労働者 処 向 建 産業 持続的な 必 な 材 確保

赤字：省令改正等(H24.5.1）
を受けて取り組む施策

○ 技能労働者の処遇の向上、建設産業の持続的な発展に必要な人材の確保

○ 法定福利費を適正に負担する企業による公平で健全な競争環境の構築
目 的

○ 行政、元請、下請など関係者が一体となって建設業界の保険加入徹底に取り組む。
取 組

①営業所での取組 ②工事現場での取組

発注者

○ 行政、元請、下請など関係者が 体となって建設業界の保険加入徹底に取り組む。

○ 営業所・工事現場での取組のほか、保険加入促進のネットワークを構築して保険加入を推進・支援する。
取 組

許可・更新申請

国土交通省・
都道府県

（建設業担当部局）

建設企業
（申請時）

建設企業

建設企業（元請）

施工体制台帳等を活用したチェック・指導

保険加入の
チェック・指導

保険加入に関する

保険加入の
チェック・評価・指導

国土交通省・
都道府県・

駆け込みホットライン
（建設業担当部局）

通報

発注者

法定福利費の適正な考慮

立入検査・
指導

許可・更新申請

経審申請

厚生労働省
（社会保険担当部局）

建設企業
（営業時）

加入勧奨・強制適用

保険加入に関する
立入検査・指導

未加入の場合の
監督処分

通報

加入勧奨・強制適用

厚生労働省
（社会保険担当部局）

通報

建設企業（下請）

建設企業（再下請）
通報

再下請通知書等を活用したチェック・指導

建設労働者建設企業 建設業者団体

就労 管 機
保険の仕組みを

③関係者が連携して保険加入を推進・支援

国 都道府県（財）建設業振興基金 社会保険労務士会

就労履歴管理機関学校・職業訓練機関

保険加入促進ネットワーク保険加入促進ネットワーク

雇用関係の明確化
雇用者の保険加入

保険の仕組みを
理解

保険加入のチェック
システム普及

保険制度の啓発・
優良企業等の情報提供

会員企業に情報提供
加入企業の評価・支援

国国・都道府県
（建設業担当部局）

発注者（財）建設業振興基金 社会保険労務士会

未加入企業に対する
指導・監督処分

受発注者間ガイドライン
の遵守、発注時の考慮

経営改善・保険加入に
関する相談受付

事務手続きの支援

国
（社会保険担当部局）

未加入企業に対する
加入勧奨・強制適用


